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契約外債務の準拠法に関する欧州議会及び   
理事会規則（ローマⅠⅠ）案について  
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1）Proposalfor a regula［ion of the Europea11Parliament and the Councilon the】aw   
appJicableto n（〕nqCOntraCtualobligations（“Rl）meII”），COM（2003）427．  
2）A preliminary draft proposalfor a CouncilRegulation on thelaw app］icable to non－  
COntraCtualobliga［ions．準備案は，EUor）r7工・ソブ・サイトtで公表され，インタ→ネットを通   
じて広く意見照会が行われじっ 準備案については，現Jli（2004年10jJ30‖）も．http：／／europa．eu．  
int／comm／justice－home／news／c（）nSultingLpubljc／roma－ii／news－heaI・ing－rOma2－en・htmで環  八  
語版を閲覧することができるLなお，準備実については・あくまでも委員会の準隠用文書という  六   
件楷のためか，理山舌などは公表されていない。  
3）比較的最近の立法とLては，スイス附際私法（1987年）128条・132条以卜，ル→マニア国際私   
法（1992年）1（）4条以下，イタリ7国際私法（1995年）61粂以下，イギリス「国際私法（雑規㌫）   
に関する法律」（1995年）節3軋ドイツ民汰施打法（1999年改止）38条以下，オランダ「不法行   
為の抵触汰に関する汰律」（2001年）などがある〔，  
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4）ヨーロッパ各国の国際不法行為法に関する最近の包括的な研究としては，たとえば，T＿ K．  
八  Grazjano・Gemeineurop封schesInternationalesPrivatrecht－2002がある0  






3β   
岡 法（542）3t8   
契約外債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則  
（ローマⅠⅠ）についての提案（試訳）   
欧州議会及び欧州連合理事会は，   
欧州共同体設立条約，及びとりわけその第61条C号を考慮し，   
委員会からの提案を考慮し、   
欧州経済社会評議会の意見を考慮し，   
欧州共同体設立条約の第251条に定める手続に従い，  
（1）欧州連合が，白山，安全及び司法を備えた一つの領域を創設するという目的を定めて   
いること。そのために，委員会は，法及び管轄の抵触に関して構成国において適用され   
る規則の一致を促進する措置を含め，城内市場が適切に機能するために必要な限りにお   
いて，国境を越えて影響を及ばす民事における司法協力に関する措置を講じなければな   
らないこと。  
（2）アムステルダム条約の関連する規定を効果的に実施するために，理事会（司法及び内   
政）が，1998年12f】3日に，契約外債務の準拠法に関する法的文書の準備をアムステル   
ダム条約の発効後2年以内に執られる措置の中に含めることを明記した行動計画を採択し   
たこと川。  
（3）1999年10月15t］及び16Llのタンベレ欧州理事会（2）が，欧州法実施地域（EuropeanLaw－   
enforcementarea）の設立における優先事項として判決の相互承認の原則を承認したこ   
と。相互承認プログラムが3），抵触法規定の調和に関する措置が「この原則の実施を容易   
にするために実際に役立つ」措置であると述べていること。  
（4）域内市場が適正に機能するためには，訴訟の結果の予測可能性，法的安定性及び裁判   
の自由な往来を進展させるために，構成国の抵触法の規定が，訴訟の提起される裁判所   
の所属する国の如何にかかわらず，同じ国内法を指定する必要かあること。  
（5）この規則の適用範岡は，（欧州共同体）規則44／201（4）及び1980年のローマ条約（5）と一致   
するように決められなければならないこと。  
（6）統一的規則がそれによって指定される法の如何にかかわらず適用される場合にのみ，   
共同体の訴訟当事者間における競争を歪める危険を回避できること。  
（7）不法行為地法（1exlocidelicticommissi）の原則は，ほとんどすべての構成国におい   
て契約外債務の基本的な解決であるが，事件の構成要素が複数の国に分散している場合   
には，その原則の実際の適用は異なって処理されていること。こうした状況が，法的不   
安定を引き起こしていること。  
（8）統一規則は．裁判所の判決の予測可能性を改善し，責任を問われている者と被害者の   
利益の間に合理的な均衡を保証するために役立たなければならないこと。直接的な損害   
が発生した国との連結（不法行為地法）は，損害を引き起こした者と被害者の利益の間  
39   
317 梁約外債務の準拠法に関する欧州議会及び牒耳凄規則（ローマH）実について  
に公二、ドな均衡をもた1ゝ〕し，また艮事竃什に対する二呪代的なア70ローチ及び厳格責任制度  
の発展を反映していること．  
（研 一般規定では関連する利益間に合埋的な均働をとることができない特別なイこ法†∫為に  
ついては，特別規定が定められるべきこと。  
（l00 製造物責任に関しては，祇触規定は，現代の■1‡度技術社会に内在する危険の公ヤな分  
散，硝煙者の健康の保護，技術革新の奨励，公l仁な競争の保障及び取・封の促進という目  





























（1餌 共同休法における・買件の考慮は．特定の事項における・低触規定，共同体に由来する  
・Jり   
開 法（542）316  
優越的な強行規定，共同体公序の例外規定及び士動耳市場に関する耳寺別原則のような，条   
約又はこの規則以外の派生立法に関する文書に含まれる，準拠法に関連した，又はそれ   
に影響を及ぼす規定を，この劇川りが妨げることのないよう要求していること。さらに，   
この規則は，域「勺市場の適正な機能，とりわけ物とサービスの自由な移動に対する障害   
を生み山すことを意図するものでほな〈，その適用もそのような障害とはならないこと。  
伽）構成国によって締結された国際約束の尊重は，この規則が，構成国が当事国となって   
いる，特定の事項に関する条約に彬響を及ぼすべきではないことを意味していること。   
規定の解釈をより春闘こするために、委H会は，構成国が提供する情報に濃づき，欧州   
連合公報（Officia】Journalof the European Union）で，閑適する条約のリストを公   
表する子定であること。  
飢）提案きれた行動のFlr軋 すなわち強てf的かつ直接に適用される共l司体の法律文書によ   
一〕て決定された宴に統一的な規定を必要とする裁判所の判決の千測吋能性の改半は，統   
一的な共同体規定を定めることができない構成日射こよっては1一分に達成され碍ず，した   
がって，共同体全休にわたるその効果かご〕みて，二共Id体レベルのカがより良く達成でき   
るが故に，共l司休は，共有休設二立条約第5条に定め′〕れた補完性原則に従って，措置を   
講じることができること。同条に定められた比例仲原別によれば，国内法の矢賀規定の   
調和を必要とすることなく法的安定性を増進させる規則は、そのH的を達成するために   
必要な範囲を超えるものではないこと．〕  
佃「欧州連合条約及び欧州共Itil体設二万二条約に付属する連合二仁匝l及びアイルランドの地位に   
関する議定書灘3条に従／．て，これらの構成国が，この規則の採択及び適用に参加する   
意思を表明したこと。／・ノ欧州連合条約及び欧州粍同体，投了＼〉二条約に付属する連合二王凶及び   
アイルランドの地位に関する議定書蘭1粂及び第2条に従って，二れらの構成国は，こ   
の規則の採択に参加しておJっず，したがって，この規則はそれらの構成国に対しては拘   
束力かないこと。］  
（23）欧州連合条約及び欧州共同体設立条約に付属するテン「7r－クの地イ揖こ関する議定書第   
1条及び第2条に従rlて，その構成国は，この規則の採択に参加しておらず，したがっ   
て，この規則はその構成l玉＝こ対しては拘束力がないこと。   
以上の事実に照らして，この規則を採択した。  
第1串 適用範囲   
第1条 事項的適用範囲  
1．この規則は，法の拭触が問題となる場合における代車及び商事の契約外債務に適用  
される。  
この規則は，租税，関税又は肘1攻1二の事項には適川されない。   
2．次の事J創ま，この親日りの適才lj範開かノ〕除外される。  
4ノ   










（り 原子力拍害から生じる契約外債務  
3．この規則において，「構成軋1とは，［連合上岡，アイルランド又は］デンマーク以  
外のすべての構成国をいう。  
第2条 普遍的適用  
この規則によって指定された法は，それが構成国の法であると否とにかかわらず，適用  
される。  
第Z章 統一規定  
第1節  
不法行為（tort又はdelict）か／〕生じる契約外債務に通用される規定  
第3条 一般規定  
1．契約外債務の準拠法は，損害の原因となる事実か発生した国にかかわりなく，かつ  
その事実の間接的な結果が生じた回ともかかわりなく，損害が発生した国又は発生す  
るおそれのある国の法である。   
2．前項の規定にかかわらず，責任を関われている満と被害者の両者が，迅吾が発生し  





第4条 製造物責任   
欠陥のある製造物によって・封き起こされた損害又は損害の危険から生じる契約外債務の  
八  
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第5条 不正競争  
1．不正競争行為から生じる契約外債務の準拠法は，競争関係又は消費者の集団的な利  
益が直接かつ実質的に影響を受ける，又は受けるおそれのある国の法である。   
2．不正競争行為がもっぱら特定の競争者の利益に影響を与える場合には，第3条第2  
項及び第3項を適用する。  
第6条 プライバシー及び人格に関する権利の侵害   
1．プライバシ【及び人格に関する権利の侵害から生じる契約外債務の準拠法は，第3条  
によって指定される法の適用が表現及び報道の自由に関する法廷地の基本原則に反す  
るときは，法廷地法とする。   
2．反論権又はそれと額似の措置の準拠法は，放送音叉は出版者が常宿所を有する国の  
法である。  




第8条 知的財産権の侵害   
1．知的財産権の侵害から生じる契約外債務の準拠法は，保護が求められた回の法であ  






第9条 準拠法の決定  
1．不法行為以外の行為から生じる契約外債務は，当該契約外債務と密接に関連する契  
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て明らかにされなければならないハ この選択は，第三者の権利に影響を及ぼさない。   
2，損失㌢絞った当時におけるその事案の他のすべての要素が，選別された法が属する  
凶とは別のある軌こ付置するときは，当事舌の選択は，契約によって排除することが  
できないその同の法規の適用を妨げない〔，   
3．当事者の準拠法の選択は，その事案の他の要素が，撞失を被った当時，欧州共同体  
の構成国の一つに位帯していたときは，共H体法の規定の適用を妨げない。  
第11条 契約外債務の準拠法の過川範開   
この規則の第3条ないし第10条による契約外債務の準拠法は，とくに次の間題を規律す  
44   
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る。   
a）責任：の要件及び範乱 行われた行為について責任を負う斉の決定を含む。   
b）免責事由，責任制限及び責任の分配   
り 賠償が勺・えられるべき傷害又は損害の＃在及びその種類   
d）裁判所が，その権限の限度半‖二おし、て，傷害又は損害を防止もしくは終了させるた   
め，又は賠償の提供を保障するために，その手続法の下で講じることのできる措置   
e）法iこよって規定されている範囲での根雪の評価   
り 賠償請求権か譲渡又は相続可能カー1壬子かの問題   









その性質及び目的並びにその適用又は不適用の結果が考慮されなければならない。   
2．この規則のいかなる規定も，法廷地法の規定か，当該契約外債務の準拠法の如何に  
かかわらず強才沌勺な場合には，それらの規定の適用を制限しない。  
第13条 安全及び行動規定   
准拠法の如何にかかわらず，黄任の判断にご当たっては，損害の原凶となる事実の発生し  
た他において，かつその当時に効力を有した安全及び行動に関する規定が考慮される。  


















第17粂 証明責任  





第3章 その他の規定   
第18条 国家領域の擬制（assimilation）   
この規則において，次のものは同家の領域とみなす。   
a）国家の領海外にある海底の一部，そのl二又は下にある天然資源の探査及び開発のた  
めの施設及びその他の設備。ただし，国際法により，その国が，その場所で大然資源  








第19条 骨折所の擬制  




・J（i   
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2．自然人の営業活動において，拍害の原閃となる事実が発生し，又は損害が生じたと  




第20条 反致の排除   
この規則によって指定されたすべての同の法の適用は，その国において効力を有する，  
国際私法規定以外の法規．定の通用をいう。  
第21条 不統一法国  
1．契約外債務に関してそれぞれ固有の法規定を有する複数の領域からなる国家につい  
ては，各領域を，この規則の下で準拠法を決定するために，国家とみなす。   
2．契約外債務に関してそれぞれ固有の法規定を有する複数の領域からなる国家は，単  
にそれらの領域の法の間での抵触については，この規則を適用する義務を負わない。  
第Z2条 法廷地の公の政策   
この規則によって指定されたすべての回の法の規定の適J削ま，その適用が法廷地の公の  
政策（公序）に明らかに反する場合にのみ拒否することができる。  












第24条 非補償的な（non－COmpenSatOry）組害賠借   
この規則によって指定された法の規定の通用は，それが，懲罰的な（exemplaryorpunitive）  
損害賠償のように，非補償的な扱菩賠償を認める効果をもつときは，共同体の公の政策に  
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反するものとするし  
第25条 既存の国際条約との関係  
この規則は，この規則が採択された時に構成国が当事周である国際条約で，個別問題に  
関して，契約外債務に関する法祇触現在を定めるものの過川を妨げないリ  
第4章 最終条項   
節26条 第25条で；Eめられた条凱のりスト  
1．構成国は，2004年6J】30‖までに，第25条でにめられた条約のリストを委員会に通  
知するものとするL、その期「］後においては，構成届は，それらの条約のすべての廃棄  
について委員会に通知するものとする｛）   
2．委員会は，第1項に定められた条約のリストを，正式なリストを受領してから6ヶ  
月以内に，欧州連合公報で公表する。  
第27条 効力発丑及び過川崎   
この規則は，2005年1†】1rlに効ブノを4二じる   




（1）「11山，安全及び有」法を備えた領地に関する1フムスチルダム条約の規定を最薫に実施するための   
理事会及び委員会の行動計画」（ActiollP】an（）ntheC（）unCilandtheCommissiononh（）Wbest   
toimplement thepTOVisionsoftheTreaty（〕fAmsterdam on an area offreedom，SeCurity   
andjus【ice），OJC19，23，1，1999．  
（2）1999年1OH16F］付け議長総折（PTeSidcncy cりtlClusi（）IIS）ポイント2ボないし39。  
（3）OJC12，15．1．20り1，p．1．  
（4）OJC12，16．1．2001，l）．1．  
（5）綿々の仙人条約ないしイイ属ノl二〔i了及び付帰属定共によ■，て修正され上条約の整理統ノ合された条文   
は，OJC27，26．1．19卵．p．34に公l＝りされている。  
4β   
l叫 法（542）308  
理由書（ExplanatoryMemorandum）  
1．はじ♂）に   
1－1 状 況   
EU条約2条によって，EU構成国は，l：1l＝」1，安全およびtI二義の領域としての連合を維  
持し発展させるという目標をl‘lらに課した。）それは，人のn血な移動が保障され，紛争当  
事者が，自国において享受するのと等しい便宜を掌せして ，すべての枯成田の裁判所およ  
び当局の前で彼らの権利を主張することのできる領域である。   















12 ECにおいてすでに実施されている国際私法に関する文書と♂）補足性  









ている。   
裁判所の管轄を規律するルMルが存イ1するという単なる事実は，訴訟の本案が審理され  
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13 マーストリヒト条約およびアムステルダム条約の下での1990年代における作業  
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務の準拠法に関する法律文書の作成（ローマⅠⅠ）」と規定している。   
2002年5月3日，委員会は，司法及び内政部局長が準備した「ローマⅠI」規則について  
の最初の準備実について関係諸団体に意見照会を行った。この意見照会は非常に広範な反  




2．欧州議会及び理事会規則の提案   
2－1一般的目的準拠法に関する解決の予測可能性の改善   
本規則案の目的は，契約外偵務に関する抵触法についての構成国の規定を標準化し，そ  
れによって「ブリュ、ソセルI」および1980年のローマ条約によって協同体においてすでに  








的な安定性を押し上げることになる。   
このような→般的な所見は，と〈に契約外債務のケースでは適切である。域内市場にと  
七   
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の中で 席業界の代左は，これらの相違が城内rr］‾場において基本r】くノな自由を行使すること  
を困難にLていると述べている。彼らは，実質法の調和が短期には達成されないことを理  













利な法を選択することを許している。他人 他の構成せは，脱則規定として，あるいは個  
別事案で腫則規定が不適切な結果となる暢釦こ例外的に，事案が最も密接に関係する国の  




り，とりわけ特殊なイこ法行為に関しては，しばしば不明確なままである。   
一組の統一的なルールによって15以卜の【上l々（1＝の抵触はシステムを取り替えることが，  
法的安定性の見地から，経済従車者およぴ・′一般公卿ことって著しい進捗を意味することは  
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適正に機能することを促進するために甘、ンニつであろうし それはまた，裁判外での紛争処理  
を谷易化する措置に関するEU＝委員会のプログラムの中にも含まれる。なぜならば，当事  
者が彼らの状況について明確な視野をもつという事実は，それだけ和解に至ることを容易  
にするからであるり   




れることになろう。   
65条l〕号は，「渉外性をもつ上e事のiiはさ協力の分野において採択されるべき措苗には，域  
内市場が通止に機能するために必要な限りで，次のものが含まれる。抵触法に関して構成  
















、了．■′   




























1条 事項的適用範岡  
ブリュッセル条約およぴ「ブリュッセルI」規則と同様に，本規則案も民事および商事  
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けることであろう。   
規則案は，法の抵触が問題となるすべての状況に適用される。すなわち，一同の国内的  
な社会生活とは異質な一つまたは複数の要素が存在し，複数の法システムの通用を必要と  










えられた。   
b）夫婦財産制および相続との関係で生じる契約外債務：これらは，a）号と同様の理  







成国において統一的に扱われていないことである。   
d）全社またはその他の法人もし〈は法人格のない団体の債務に対する役月および社月  
自身の個人的な法律上の責任，および会計書類の法定監査を実施することに責任のあ  





































．・1／J   























普遍的性格は，法的安竃性への配慮と平明な、工法を優遇するEUの公約に合致している。   
3条 一般規定   
3菜は，不法行為から生じる契約外債務の準拠法を決定するための一般規定を定めてい  
る。同条は，それに続く条文が特別規定を定めていないすべての債務を対象としている。   
不法行為地法主義を確認するに際しての委員会の目的は，法的安定性を保証し，責任を  
問われる者と損害を被った者との間に合埋的な均衡をとるように努めることである。また，  
ここで採用された解決は，構成国の抵触規定における黄近の発展も反映Lている。   
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ている（22）。   
この規定は，損害が複数の国で発生した場合，ドイツ法の「モザイク的観察」を通用し  
て，関連するすべての国の法が配分的（onadistributivebasis）に適用されるということ  





















責任制度の急増からも分かるように，支配的なのは補償機能である。   
しかし，この原則規定の通用は，事案が損害発生地回と希薄な関係しかない場合には，  
不適切かもしれない。したがって，以下の規定が，特定の一状況では，原則規定を排除する。   




5β   
岡 法（54－－2）298  
の構成国で採用されている解決である。また，この規定は，両当事者の止当な期待を反映  
している。   
3項 一般的例外と派生的連結   
ローマ条約4条5項と同様に，3項は，当該事案の重心を反映する法を適用するために，  
裁判所が厳格なルールを個別事案に適合させることができることにすることによって，あ  
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岡 法（54－2）296  
れたことを条件としている。同意がないときは，準拠法は，責任を問われている老が常吊  































5条 不正競争   
5粂は，不止競争行為から生じる損害に対する請求について独自の連結を定めている。   
不正競争に対する規定の目的は，すべての参加者に同じルールによってゲMムを行うよ  
6J   



















ける不法行為または準不法行為に関する事項である」（29）と判示した， ブリュッセル条約に  
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項にも存在している。また，ドイツ裁判所も同じアプローチを採っている。   

















尉   












には，同内出版に不利な判決を下すことができないからである（32】。   
上記のような多様さと現席の状況の不安定性を前提とすれば，共同体における抵触規定  
の調和は，法的安定性を増進するであろう。   
統一規則の内容は，「ブリュッセル1」規則の国際裁判管轄に関する規定を反映しなけれ  





















朗   
岡 法（542）292  
今度の規則案6条1項は，プライバシーおよび人格に関する権利の侵害の準拠法が，当  
事者が同じ国に居住しておらず、当該紛争が別の国とよ「）密接な関係がない限り，直接的  




















放送者または出版者が設立されている団の法によって規律されることを定めている。   
7条 環境侵害   
7条は，環境侵害に関する民事責任について特別規定を定めている。実質法における最  
近の発展を反映Lて，この規定は，それが人の括動の結果であれば，財産および人に対す  
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に見える。   
7条で提案されている統一規定は，その節一の解決として，3条1項の一般規定の適用  
を採用し，損害を被った地の法を適用するが，被害者に，粗害を引き起こす事実が生じた  




















の決定のために独自のルールを有しているので，法廷地の手続法の問題である。   
環境侵害に対する民事着任に関するもう→つの困難な点は，事業者か従わねばならない  
事業者の行動および安全に関する法規を規律する公法上の規定との密接な関係である。黄  
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いる法規を遵守したという事実を考慮することができるとされなければならない。   
8条 知的財産権の侵害   
8条は，知的財産権の侵害から生じる契約外債務について特別規定を定めている。前文  
14項によれば，知的財産権の語は，著作権，それと類似の権利，テ∴タベースの保護のた  















た方法である。   
8条1項は，国内立法または国際条約の下で付与された知的財産権の侵害について，保  
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289 契約外憤務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規【iり（ローマⅠⅠ）案について   
9条 不法行為以外の行為から生じる契約外債務の準拠法   
すべての構成国の法システムには，契約または不法行為のいずれから生じるものでもな  
い債務が存在してし、る。すべての構成国に知られたこれらの状況は，錯誤による支払いお  
よび他人が人身傷害や財産の喪失を被らないことを吋能にした者が行った役務である。   
二れらの債務は，それ11身の特色によってイこ法行為とは明らかに区別されるので，それ  


















係および契約無効について当てはまる。   
2項は，当事者が同じ回に常㍍所をイ1‾する場合に，彼⊥■ブの正当な期待を反映している。   
3耳引ま，当事者間に既存のl∃別系がない場合の1こごl挿」得に関するものである。その場合，  
契約外債務は，当該利得が党止した周の扶によって規律される。提案された規定は，イ云統  







て，準拠法は，一般に，後者の常居所地払であるこ）   
5項は．3条3項第1文と同様に，例外条項を規定している。  
甜   





10条 選択の円山  




ている。   






















11条 契約外債務の準拠法の適川範囲  
11条は，規則案の3条ないし10条の下で決定された法の適用範囲を明確にしている。本  
fi.9 





法によって解決されるべき問題を列挙している。   
法的安定性の一般的な配慮に従って，11条は，指定された法に非常に広い機能を与えて  
いる。それは，若干の細かな変更はあるものの，ローマ条約10条を概括的に引き継いでい  








の分担を含んでいる。   
b）「免責事由，責任制限及び責任の分配」：これらは，責任の外在的な要素である。免  
責事由は，不可抗九 緊急避難，第三者の過失および被害者の過失を含む。また，こ  
の概念は，配偶者間の訴訟の不承認および特定のカテゴリーの老に関する加害者責任  
の排除を含んでいる。   
C）「賠償が与えられるペき視害の存在及びその種類」：これは，人身損害，財産禍害，  
精神的損害および環境税害，経済的損失または機会の喪失のように，賠償されるべき  





置を命じることを裁判所に義務づけるものではない。   
e）ー‾法によって規定されている範閲での根害の言平価」：準拠法が損害の評価に関する規  





係を規律する。   
g）指定された法はまた，「個人的に被った拍害について賠僧を求める権利のある者」  
五  
7り   
岡 法（54－2）286  
を決定する。この概念は，とくに，「直接の被害者」以外の者が，被害者が被った規害   
に続いて生じる，「ノック・オン（knock－On）」に基づいて被った損害の補償を得るこ   
とができるか苦かの問題を指Lている。そのような規害は，近親者に先立たれたこと   
によって生じる苦痛におけるような精神的な摘害や，故人の子供や配偶者が被る損失   
におけるような経済的な規害であろう。  
h）「他人の行為に対する責任」：この概念は，指定された法における代位責任の規定に   
関係している。これは，子供に対する親の責任および代理人に対する本人の責任を対   
象としている。  
i）「債務が消滅する方法並びに時効及び出訴期限に関する規定。時効期間又は出訴期   
限の開始及びその期間の中断及び停止に関する規定を含む」：指定された法は，法が定   
める要件の下で，行使を怠ったことから生じる権利の喪失を規律する。  
12条 優越的な強行規定   
本条は，ローマ条約の対応する条文にほぼ従っている。   







ということである（39）。   
2項は，裁判所が法廷地の優越的な強行規定を適用することを許Lている。Arblade事  
件において，EU裁判所も判示したように，共同体内部の関係では，法廷地の強行規定の  








13条 安全および行動規定   
措定された法が損害を引き起こした事実の発生地国法でない場合，規則案13条は，裁判  
所が，当該事実の発生地において，その当時効力を有した安全および行動に関する規定を  
五   
7J  


















からである。   
いずれにしても，保険者の債務の範囲は，保険契約を規律する法によって決定される。   
環境に関する7条におけるのと同様に，本条で用いられる文言の形式は，被害者が選択  
権を行使しない場合に疑義が生じるおそれを避けるであろう。  
15条 代位および多数者の責任   
本条は，ローマ条約13条と同じである。   
本条は，とくに，保険者と加害者間の関係について，前者が後者に対して代位による請  
求権を有するか否かを決定するために適用される。   
加害者が複数の場合には，本条は，通常値務者の一人が支払った場合にも適用される。  
16条 形式的有効性  
16条は，ローマ条約9条に想を得ている。   
形式的有効性の概念は，契約外債枚の成二立では些細な役割しか果たさないが，当事者の  
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開 法（54－2）284  
る。  
17条 証明責任  
17条は，ローマ条約14粂と同じである。   
本条は，契約外債務の準拠法が，契約外偵務に関【ノて，法律上の推定を生じせしめ，又  
は証明壱住を決定する規定を含む場斜こ限り，逮捕されると規定している。これは，証拠  





18条 国家の領域の擬制（assimila［ion）  
18粂は，規則案の抵触規定中の－一つまたは複数の連結素が領域＋権に服さない地域に関  














を基礎にしている。Lたがって，3条の一般規定および特別抵触規定が通用される。   
提案された条丈の定義は，1て法行為から生じる債務に関する抵触法についてのオランダ  
法（2001年4日11日）の1条に想を得ているr  
19条 常居所の擬制   
本条は，会社およびその他の法人または法人格のない団体，および自由業または自首で  
営業活動を行っている自然人についての常居所の概念を扱っている。   
→般に，本規則案は，次の事案によって，「ブリュッセルI」規則とは区別される。すな  
フ3   













のような自然人については．職業上の営業所か膏居所として働〈。   
20条 反致の排除   






21条 不統一法回   
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頼ることができる限界について審坪を」しなければならない，と判示している（41）。   
23条 共同体法の他の規定との関係  
1項は，条約および派生立法の中に払出すことができる，特定の問題に関する特別な抵  
触規定，共同体の強行規定および共同体の公序の例外を伴う国際私法の伝統的な手法に言  




24条 非補償的な（non－COmpenSatOry）損害賠償   
24条は，23条1項の第3インデントに規定された共同体の公序の例外についての特別規  




用するほうがより望ましいとの見解が示唆された。   
したがって，24条の趣旨は，この規則によって指定される法の規定が，懲罰的損害賠償  
のように，非補イ賞的な損害賠償を認めるという効果をもつ場合には，その適用は共同体の  





25条 既存の国際条約との関係   
25条は，構成国が，この規則が採択された時に当事国となっている国際条約に定められ  












（3）CouncilRegulation（EC）No44／2OOlof22I）ecember2OOO，OJL12，16．1．2001，p．1一同規則   
は，1968年のプリ1ツセル条約に替わるものである【⊃ 同条約については、統合整理された規定が   
OJC27，26．1．1998，P．1に公表されている。なお，ブリユ、ソセル条約は，デンマークとそれ以外   
の構成国との間の関係については，依然として効力を有している。  




（7）条■文案は，http：／／www・drt・uCl，aC・be／gedip／gedip＿documents・htmlでアクセスすることが可   
能である．）  
（8）OJC19，23．1．1999，p．】．  
（9）委員会が受け取った恒‖乳は「次のサ［卜で参照することができる。http：／／europa．eu．int／comm／   
justice■home／news／consultingpublic／romeii／news■Summary｝Ome2＿en，html・  
（相 国際的な裁判管轄についてもこのような構成要素の拡散が考慮されるべきことに関しては，以   
下の注におけるEU裁判所の判決を参照。  
（】l）連合二1三国は中′一の法システムではないので，15以1二のシステムがあることになるし  
（12）Case21／76Mines de Potassed’AIsace［1976］ECR1735（1976年11月30L丹り決）  
（13）OJC19，23．1．1999，p．1．  
（用 OJC12，15．1．2001，p．臥  
（15）Case34／82Martin Peters［1983］ECRl9抑（1983年3月22E］半t」決）：CaseC26／91Jacob   
Handte［1992］ECRl3697（1992年6）】17日判決）：CaseC334／00FonderieOfficineMeccanト   
cheTacconi［2002］ECRI7357（2002年9月17H判決）  
（16）「契約債務の準拠法に関する条約報ill一書」（Rep〔）rtOntheConventiononthelaw applicable  
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tocontractualobligations），OJC282，31．1O．1980，p．1．  
（川 2条1項  
（18）22条  
（19）23粂  
川 24条  
飢）27条  
担2）CaseC364／93Marillariv．Llo）▼dsBank［1995］ECRト2719（1995年9月19Lト判決）  
ロ3）「契約債務の準拠法に関する1980年のローマ条約の共l司体文書への転換および現代化に関するグ   
リpンペーパー 」（じreen Paper onconverting the CDnVention of Rome of198O on theIaw   
applicabletocontractualobligationsintoaCommunityinstrumentanditsmodernisati（椚）   
ポイント3．2．5参照。  
射）「欠陥製造物の責任に関する蛸成田の法令および行政規則の接近に関する1985年7月25日の理事   
会指令」（Council【）irective85／374／EECof25．7．19850ntheapproximationoflaws，regula－   
tionsandadminlstrativeprovisionsontheMemberStatesconcerningliabilityfordefective   
products），OJL21O．7．8．1985，P．29．1999年5）二11（）F］V）指令1999／34／EC，OJL14．4．6．1999，   
p．20によー川凱［。  
（25）たとえば，ロMマ空港でフランス製の商l晶を買ったドイ、ソ人旅行者が，その商品をあるアフリ   
カの固に持っていったところ，それが爆発し，その商rl古によって負傷したという例が考えられる。  
¢6）フィンランド，フランス，ルクセンブルク，オランダ，スペインである。同条約は，ノルウェ   
ー，クロアチア，マケドニア，スロペニアおよびユ→ゴスラビアでも効力を有している。  
即）1肯令85／374（つ3粂2Jri。  
餉「消費者の利益保護のための差止請求に関する19錮年5ノ】19Rの政州議会及び理事会指令」（Par・   
tiamelltandCouncilI）irective98／27／ECof19May19980ninjunctionsfortheprotectionof   
consurners’interest），OJL166，11．6．1998，ll．51．  
鍋 CaseC167／200O Henkel（2OO2年10月1Ⅳ判決）  
（30）1992年1OFlのアムステルダム大会で採択された決議。Revueinternati（maldelaconcurrence  
1992（No16れp．5l．同決議は，この分野に関する実暦法の調剤への努力を求めたものでもあっ   
た。  
削 デンマーク，フィンランド，ギリシア，アイルランド（不法子了為のプロパーーー・ロウ理論），オラ   
ンダ，スペインおよびスウェーデン。  
82）しかし，イギリスでも、このルールがプライバシーの侵害にも及ぶか歪かについては疑問とす   
る学者がいる。  
（3j）CaseC一一68／93FionaShevillandothersv．PressAllianceSA［1995］ECRト415（1995年3   
月7「津J決）  
即 OJC337E，28．1】．2仙0，p．78．  
（35）たとえば，2UOl年4月11「】のオランダ法6集およびドイツ民法地†J法42条。  
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乃   
